
はじめに

今回の比較研究の対象であるカナダ・日本・韓

国は、今日、三か国とも人口動態・家族・労働の

変化と難問に直面している。こうした変化は政策

課題やさらには政策の方向性までも先行して示し

ているのではないか、との主張もあろう。あるい

はまた、人口動態・社会の変化と政策の選択肢や

機会との関係をもっと複雑にとらえる向きもある。

カナダ・日本・韓国の三か国を考えた場合、人口

動態・家族・労働の変化と社会経済的位置づけ・

展望との関係について、従来の理解を一段と深め

る好機である。本稿の目的は 3点ある。すなわち、

カナダを中心として、①カナダにおける人口・家

族・労働の主要な変化について、日韓の基本的指

標と比較し、概要を示す、②こうした変化とダイ

ナミックスおよび相互関係に関する知識が、資源

の再分配を行う政策能力と一体となって形成され

る過程を考察する、③知識形成と政策能力につい

て、カナダ・日本・韓国の状況を比較することで

ある。以上 3点に関して、個別にではなく同時並

行的にアプローチする。

１.カナダの高齢化と人口の多様化

カナダの人口は高齢化を続けているが、新しい

人口推計（カナダ統計局, 2007）によれば、世界の

先進諸国の中では若い年齢構造を保っている。カ

ナダの高齢化率は 2005年で 13.1％となっており、

これは世界 22番目の水準である。これに対して日

本は第 1位（高齢化率 20％）、韓国は 28位（同

9.1％）である（表 1）。2002年から 2007年までの

5年間で、カナダの年齢中央値は 37.6歳から 39.0

歳になった。日本の場合、年齢中央値は 2002年の

42.0歳が 2007年には 43.5歳、同じく韓国では 2002

年の 33.2歳から 2007年には 35.8歳になった。
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■ 要 約

ある国における人口動態・家族・労働の変化は、政策的対応やさらには政策課題まで先行して示すものかどうか、判然と

しない。人口・家族・労働の変化は社会経済的・政策的な変化を示すベクトルであって、社会経済的・政策的課題と連動し

て働くのかもしれず、あるいはほかの状況の変化と相殺されるのかもしれない。本稿は、カナダをケーススタディーとして、

世代間の社会的約束、および人口動態・家族・労働の動向と転換に関する知識、新たなネットワークにおける革新的な政策

研究を取り上げ、これらが政策分野におけるカナダの行動能力とどう結びつくかを、特に再分配の観点から検討する。カナ

ダ・日本・韓国を比較し、それぞれに異なる人口動態・家族・労働の変化と概要を示し、知識と政策策定能力との関係にお

ける差異に着目して、潜在的な影響を探る。
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人口高齢化の議論に際して捨象されているのは、

高齢化は、若年死や子どもを死に至らしめる病や

生命を奪う貧困、望まない妊娠に対する勝利であ

るという点である。高齢化は進歩と社会の成功の

証しにほかならない。「老いは死よりはましだ」と

いうマーク・トウェインの名言は、若くして死ぬ

ことを望まない私たち一人ひとりにとって真実を

突いている。社会的レベルで見た場合、人口高齢

化は社会歴史的な変化の一環であり、圧倒的多数

にとっては長生きができて暮らしがよくなる、後

戻りできない進歩である。こうした理解に立つと、

日本は人口高齢化が持つプラスの面での意味では、

世界の大多数の国々よりはるかに大きな勝利を勝

ち得てきたことになる。韓国は 21世紀半ばまでに

急速な人口構成の変化を遂げ、高齢化率がほぼ日

本並みに高くなると予測される。一方カナダの場

合、高齢化はするものの、日本・韓国に比べてま

だ相当程度若い年齢層で推移するだろう。

この変化はどのように起きているのだろうか。

三か国の主な人口動態指標は表 2に示した。これ

らの数値の背景には、三か国の人口ピラミッドは、

2000年代はカナダと日本が釣鐘型、韓国がピラミッ

ド型なのに対し、2025年までにすべて釣鐘型に移

行し、2050年までにはつぼ型に変化していくとい

う見通しがある。最も劇的な変化を遂げるのは韓

国である。これらの変化は単独では生じない。人

口動態の変化は社会の社会経済的発展の所産であ

る。

２.家族の変化

家族の変化はつねに人口動態の変化の要をなす。

日本・韓国と並びカナダでも、程度の差はあれ非

常に重要な家族の変化が 3点見られる。すなわち、

ワーキングマザー、子どもの自立、高齢者の生活

環境に注目したい。

⑴ ワーキングマザー

ここ数十年、大半のOECD諸国で女性の雇用が

大幅に増加している（OECD,2005）。この傾向の

要因としては、生活費の上昇・結婚の不安定化・

「扶養手当」の減少・男女平等の追求・女性の権利

意識の向上・政府の政策の変化などが挙げられる。

女性の労働市場への参加はカナダ・日本・韓国

すべてに見られるが、その傾向はカナダが最も強
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表１ 主要国における高齢化率（％)

順位－国
高齢化率（％)

2005年 2050年

1－日本 20.0  39.6
 

2－イタリア 19.6  33.7
 

3－ドイツ 18.9  29.6
 

22－カナダ 13.1  26.3
 

23－オーストラリア 13.1  25.7
 

24－アメリカ合衆国 12.4  20.6
 

25－ニュージーランド 12.1  26.2
 

28－韓国 9.1  38.2
 

29－トルコ 5.9  17.0
 

30－メキシコ 5.3  21.1

資料：『図表でみる世界の主要統計 OECDファクト

ブック（2007年版）―経済、環境、社会に関す

る統計資料』.

表２ 主な人口動態指標（2007年、2025年)

国・項目 2007年 2025年

人口増加率（％） 0.9  0.6

カナダ
合計特殊出生率

（TFR）
1.6  1.7

平均寿命（歳） 80  82

人口増加率（％） -0.1 -0.7

日本
合計特殊出生率

（TFR）
1.2  1.4

平均寿命（歳） 82  83

人口増加率（％） 0.4 －

韓国
合計特殊出生率

（TFR）
1.3  1.5

平均寿命（歳） 77  80

資料：米国統計局データベース
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い。カナダでは第二次世界大戦前のように結婚退

職する女性はもはやない。なかでも、子どもがい

ることを理由にして仕事に従事しない女性は、カ

ナダの場合ますます減っている。実際、過去 20年

間で最大の伸びを示したのは、5歳未満の子どもを

持つ母親の就業である。就学前の子どもをもつシ

ングルマザーの場合、雇用状況は目立った伸びを

見せていない。しかし子どもが小学校に上がると、

シングルマザーの就業が大幅に増加する。もちろ

んここからは、手頃な料金で質の高い保育を確保

することが外で働くシングルマザーの課題である

ことが読み取れる。

しかし、既婚女性や母親の雇用が拡大したから

と言って、賃金の男女平等や家庭内の責任分担が

進んだわけではない。カナダの女性労働者はいま

だに男性より収入が低く、男性より賃金水準が低

い秘書や販売員、公立校教員などといった「女性

向け」の職業に集中する傾向が見られる。社会的

地位の高い「男性向け」の職業に就いた女性も中

にはいるが、カナダでは依然として職業の男女格

差が根強く残っている。

高齢化するカナダにとって、働く女性の増加は

何を意味するのだろうか。それは、十分な額でな

いことが多いとはいえ、将来は退職後に年金をも

らう女性が増えること、また子ども・高齢者に対

する日常的なケアが一層重要な課題になるという

ことである。カナダの熟年カップルが過去 20年間

に蓄えた退職後の備えと年金給付は、労働市場に

加わった既婚女性の大幅な拡大と、その女性たち

に対する税制適格の企業年金（registered pension
 

plan,RPP）のわずかな増加として、夫たちの給付

の大幅低下を部分的に補うに過ぎない。

日本の労働力の男女差別はさらに明確で、女性

の就業率はカナダより低く、賃金の男女格差はカ

ナダより大きい。この比較で興味深いことがある。

カナダに関する一般的な見解に反して、日本もカ

ナダも比較的小さな福祉国家を目指しており、保

守主義型または自由主義型の社会政策レジームに

向かっているということだ。日本には「家族従業

者」という特殊なカテゴリーの労働者があり、女

性が担うのがその特徴である。1990年代半ばの日

本では約 300万人の女性が「家族従業者」のカテ

ゴリーだった（Clement,2001）。

韓国は、女性の就労という点ではカナダよりも

日本と類似している。若い世代では、就労してい

る女性の割合は高いが、第 1子を育てる時期につ

いては、その程度は、男性よりも低い水準にとど

まっている。

⑵ 子どもの自立

近年に見るカナダの家族の変化の中で最大の激

変のひとつは、成人に達した子どもの自立のし方

である。成人した若いカナダ人が親から自立する

には、親の世代よりもはるかに長い時間がかかっ

ている。いわゆる「ジェネレーションX」が、特

に 1972年から 1976年に生まれた世代が親元にも

どって親と同居する傾向は、ベビーブーマー（団

塊の世代）の 3倍も高かった（Statistics Canada,

2006b）。いったん家を出た若者が親の家に最低 1度

は戻るいわゆる「ブーメランキッド」現象は、確

かに年代を追って増えている。連続する 5年をひ

とつの集団とすると、1947年から 1951年に生まれ

た集団を第 1波として、集団の年代が下るほどブー

メランが増えているのである。その要因はさまざ

まなものが考えられる。まずは早い結婚の不安定

化、高等教育への進学と卒業後も重くのしかかる

学費ローンの負担、経済的問題がある。また、か

つて親との同居は不名誉だと思われていたが、そ

れほど問題にされなくなった。自分の資力だけで

は叶えがたい生活水準を求めており、家庭内の親

子の役割がこれまでと違う新たなものになってい

る。また、大人への移行にますますストレスがか

かるようになり情緒面で親のサポートを望んでい

ることなども考えられる。
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カナダの子どもの自立における変化がもたらす

影響は少なくない。もし、成人した若者が自立を

達成するまで長くかかるようになり、就学期間が

延びて卒業が遅くなり、親と同居する期間が長く

なり、労働市場に参入する年齢が上がり、結婚と

子育てを先延ばしすると、年金に貢献できる年限

が短くなるということである。親にとっても、成

人した子どもたちを養うために退職後に備えた貯

金が目減りすることになるだろう。若い世代が家

庭形成と子育てを先延ばしすれば、将来の出生率

にも影響が出るのは言うまでもない。

日本と韓国では、東アジアに特徴的な、老親と

成人した子どもとの同居や子どもが離家する時期

の遅さという家族構造を持っている。例えば日本

の場合、1970年代生まれで男性の 15％、女性の

14％が 40歳まで親と同居していると推計されてい

る（Zeng et al.,1992）。東アジアではこうした傾

向が伝統的に続いていたこともあり、子どもの自

立が遅くなっていることは、カナダほど多くの関

心をもたれることはないように思われる。

⑶ 高齢者の生活環境

日本や韓国のように、年老いた親は子どもと同

居する伝統が根強い社会にあっても、伝統的な生

活形態はそれほど一般的でなくなりつつある。か

つて独居老人と言えば、社会から孤立しているか

家族から遺棄されたのと同じことだった。しかし、

多様な文化環境で行われた研究によれば、高齢者

は、一人暮らしの人であっても、自分の家とコミュ

ニティーで暮らす方を選ぶことがわかっている。

こうした選択を支えているのが長寿化であり、さ

らに社会保障の拡大、持家率の上昇、高齢者に優

しい住宅、多くの国で見られるコミュニティー・

ケアの重視である（National Institute of Aging

［NIA］, 2007:p.17）。労働者の移動もまた、年老い

た親が成人した子どもの近くで暮らせる状況がこ

れまでより減ることを意味している。

2001年に行われたカナダの国勢調査によると、

単身世帯は 4人以上の世帯とほぼ同数であった

（Statistics Canada, 2002）。そのうち一人暮らしの

高齢者の割合が格段に増えている。しかしだから

といって、多くの場合、一人暮らしの高齢者が社

会とのつながりをなくしているわけではない。多

くは元気で、家族や友人とのつきあいを維持して

いるが、一人暮らしを選んだのである。ある意味

でこれは一人暮らしをする力に恵まれた結果であ

る。もちろん、カナダの高齢者が全般的に健康だ

ということも関係する。ただし、カナダ生まれの

カナダ人と他国からの移民の間には、高齢期の生

活環境にある程度差があり、移民の高齢者は成人

後の子どもと同居する傾向が強い。

３.労働の変化

労働力全体に占める 50歳以上の労働者の割合

は、2000年から 2050年の間、OECD諸国で軒並

みに上昇していく（Canada.Policy Research Initia-

tive［PRI］, 2005）。しかしこの傾向を、近年続い

た早期退職傾向（カナダはこの傾向がつい先日逆

転した）と合わせてみると、年齢ごとの労働参加

の変化という課題は深刻度を増す。難しさを倍加

しているのは出生率の低下である。つまり、労働

市場に加わる新規労働者が減少することになり、

世代間の知識の伝達と継続のために中高世代の持

つ知識とスキルを保つ必要が生じる。

高齢労働者の退職パターンの比較・予測は周知

のとおりきわめて困難である。国民全体で見た労

働人口の行動パターン・財政状態・年金の有無・

社会における労働の体系化に大きく依存するため

である。例えばカナダの場合、上述の早期退職パ

ターンは最近になって転換期を迎えた。長く仕事

を続ける高齢労働者が増えたことで、結果的に、

団塊の世代の退職が急激な労働力不足を招く恐れ

は緩和したとも言える（Statistics Canada, 2007b）。
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2005年、50代後半のカナダ人の過半数はまだ現役

労働者だった。55歳から 59歳のカナダ人男性のう

ち、4分の 3（76％）は仕事に就いているか求職活

動中だった。この比率は 1976年の最高値 84％を下

回るが、最低を記録した 1998年の 71％より高い。

60歳から64歳の年齢層では現役労働者の割合は低

くなるが、近年は男女とも上昇に転じた。2005年

にはこの年齢層の男性の 53％が在職しているが、

1995年には 43％のみであった。また、同年齢層の

女性については 37％が在職していた。

カナダの高齢者の就業割合は、次の 3つの要因

から、今後も拡大を続けると予測される。第 1は

団塊の世代が男女ともに在職志向が強いこと。第

2は特に女性の著しい教育水準の向上。第 3は、55

歳以上の労働者が、興味や経済上の理由のほか、

カナダの実質的な定年（65歳）廃止などの理由か

ら、働き続ける意欲を明確にしていることである。

2006年には、高齢労働者のなかに自営業などの就

業形態への移行の動きが顕在化し、一部では退職

後に備えて意識的にシフトしていることがうかが

える。また、相当数の高齢者が個人年金を受給し

ながら働き続けており、しかも新しい職に就く場

合が大多数であるという実態から、カナダでは退

職後の生活が再定義されつつあることも明らかで

ある。OECD諸国の多くで、人生は教育・就業・

退職の 3段階を歩むというパターンからの乖離が

見受けられるが、カナダの実態もその傾向を裏づ

けている。

日本とカナダを直接比較することは不可能に近

いとはいえ、日本の退職パターンはカナダのそれ

表３ OECD諸国における事実上および法定上の退職年齢

国
事実上の退職年齢

男性 女性

法定上の退職年齢

男性 女性

年齢差

男性 女性

日本 70  66.2  65  65  5  1.2

アメリカ 64.7  63.6  65  65 -0.3 -1.4

デンマーク 64.3  60.6  65  65 -0.7 -4.4

スウェーデン 63.8  62.5  65  65 -1.2 -2.5

カナダ 62.8  60.8  65  65 -2.2 -4.2

英国 62.4  60.9  65  60 -2.6  0.9

オーストラリア 61.9  59.7  65  61 -3.1 -1.3

オランダ 60.7  59  65  65 -4.3 -6

フィンランド 60.1  59.7  65  65 -4.9 -5.3

フランス 59.6  59.7  60  60 -0.4 -0.3
 

OECD  63  61.3  64.8  63.8 -1.9 -2.4

注：事実上の退職年齢は、1995年～2000年の期間に 40歳以上で退職した労働者の平均年齢に当てはまる。法定上

の退職年齢は、労働者が公的年金を満額受給できる最低年齢をさす。当てはまる国の平均。事実上の退職年齢

のうち、英国については 1998年のデータである。

資料：OECD資料より作成
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と興味深い対比をなしている。日本は有給雇用か

ら「出口」に至る複雑な経路を発展させてきた。

OECD諸国では従来、永続勤務の「表彰」を受け

るまで働くのがどの国でも一般的な生き方だった。

今日のOECD諸国に見られる変化の先駆けが、お

そらく日本であろうと思われる。日本の退職パター

ンはさまざまな選択肢の組み合わせであり、退職

時に保有株式を買い取る社債プラン、出向、段階

的退職などがある。日本では正式の退職年齢まで

正規の雇用形態にとどまる労働者はほとんどいな

い（Clement,2001）。日本の高齢労働者の多様化し

た就業形態の影響については、十分には解明され

ていない。

人口高齢化が生産性に及ぼす影響は、ある程度

今後の研究によらなければならない。憶測では実

証にはならない。しかしながら、この両者の関係

について知られている調査（Praeger, 2002）が結

論づけたところでは、証拠はまちまちで、個人レ

ベルや集団、セクターごとに異なるという。生産

性もまた政治的かつ政策的な問題であり、それぞ

れの要素とのつながりの中で検証しなければなら

ない（McMullin,Cooke and Downie,2004）。個

人レベルの問題、すなわち各自の高齢化に伴う生

産性低下の懸念から一足飛びに、深い考えもなく

社会的なレベルに当てはめるのは危険である。ど

んな労働力であれ、生産性を左右する重要な要素

は、資本・人材への投資、および職場の方針・姿

勢の転換である。人口高齢化と生産性または労働

力不足との間に密接な関係がほとんどないことは、

McMullin,Cooke,Downieの研究（2004）が非常

に明快に示している。生産性や労働力の問題は人

口高齢化それ自体によって一義的に決定されるの

ではなく、さまざまな要素が複雑に絡み合った結

果である。

４.行動力としての知識の形成

研究の知見や現実社会の人口動態・家族・労働

の傾向は、受け身なだけではない。知識はその知

識に基づいて行動する能力を具現化している。ス

ノウ（C.P.Snow）が科学者について述べた言葉の

ように、「（彼らは）未来をその骨に担っている」。

カナダ・韓国・日本三か国では、行動するための

知識と、行動力としての知識との間に違った傾向

があるだけではなく、その関係も違っている。

人口動態・家族・労働の変化についての知識と

は、単にある社会で起きている出来事から洞察や

手がかりを得ることだけにとどまらず、こうした

知識が社会を生成しているのである。言い換えれ

ば、人口動態・家族・労働の変化に関する知識は、

現実を変えてしまう。少子高齢化や人口のマイナ

ス成長について、日本で見られる深刻な懸念の源

泉がこの知識だと言ってもかまわないだろう。こ

の知識は、日本が社会の見方を変える力を持って

いるのである。

マックス・ウェーバー（Max Weber）は、知識

が積極的な役割を果たすのはその知識について行

動を起こす余地がある（または余地が作ることが

できる）ときだけだ、と教えてくれた。またカー

ル・マンハイム（Karl Mannheim）は、特定の状

況で知識を展開するには、行動力と行動できる余

地の把握との相互連結が不可欠である、という洞

察に満ちた見解を述べている。研究や証拠に基づ

く知識は、現実を変える力によって功績をあげる。

しかし、ある状況のどの要素が固定化し、どの要

素が行動に向かって開かれているかを見ることこ

そ、大切なカギである。その評価には、これらの

要素のつながりが大いに重要である。

５.カナダの政策課題と今後

政策課題は人口動態や人口構造そのものが決め
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るのではない。人口動向・経済社会・国内および

世界の変化を、これらの相互関係と照らし合わせ、

変化してゆくプロセスの流れとの相互作用によっ

て決められる。カギを握る要因は、社会歴史的な

時期、社会文化的習慣・慣行、地政学的要因であ

り、とりわけ世代の予測が重要である。例えば、

大量の若い労働者から得る経済的利益や、逆に大

量の労働者が定年退職することによる経済的損失

などは、政策環境に決定的に依存する。政策と経

済を通じて、労働市場に参入する労働者に生産的

な仕事を提供し、かつ退職後の労働者、つまり労

働力商品でなくなった労働者の生計を支える社会

の力量が、人口動態と全般的な社会福祉との関係

を規定する。

以上で見てきたように、人口高齢化は人間の進

歩の成果である。この意味で、高齢化社会は経済

発展に伴うものである。「人口転換理論」は、人口

と経済の発展プロセスは 4段階であると規定した。

この理論では、人口転換は「第 1段階」から「第

4段階」まで時を追って変化するが、それぞれの段

階にかかる時間は対象である特定人口に応じて大

幅に違ってくる可能性がある。次の段階に向かう

条件が整わなければ、ある国がひとつの段階から

「抜け出せない」ことすらありえる。これらの 4段

階は次の式から簡単に求められる。

γ＝β－δ＋ι－ε6

こ こ で β＝B －1，δ＝ Δ －1，ι＝

I －1，ε＝E －1 は順に出生率、死亡率、

移民入国率、移民出国率（通常は人口 1000人あた

りの比率）を表す。

各段階は以下の通り。

第 1段階：高いβと高いδ γはふつう正の小

さな値

第 2段階：高いβとδの低下 γは上昇

第 3段階：βの低下と低いδ γは低下

第 4段階：低いβと低いδ γはふつう正の小

さな値

一部の国で近年生じた事象（人口の一層の高齢化・

日本など）から判断すると、本理論に次の段階を

追加した方が適正であろう。

第 5段階：低いβとδの上昇 γは負の値

第 5段階に達した日本は、ほかのどこにも例が

ない人口のマイナス成長に直面している。ロシア

も同じように人口が減少しているが、減少の理由

は違う。日本では「少子・高齢化社会」問題への

危機感が根強く、ジェンダー・家族・職場の組織・

これらの問題に対処する最善の政策的アプローチ

をめぐって、国民の間で活発な論議が交わされて

いる（Boling,1998）。これは、行動を喚起する能

力としての知識を示すわかりやすい例である。こ

の点で日本は興味深い研究を提示している。すな

わち、特有の伝統や社会的価値観を持ち、国と社

会の関係を理解し、政策プロセスを有する政治経

済大国が、いかに政策課題に取り組み始めたのか、

というテーマである。具体的には 1994年、当時の

厚生省・労働省・建設省・文部省の 4省合意のも

とで、「エンゼルプラン」が策定され、これに対応

する具体的な計画として、「緊急保育対策等 5か年

事業」が策定され、保育サービスの改善が目標と

された。育児休業法が施行され、育児休暇の取得

が男女とも可能になった。政策の重点は高齢者ケ

アに移行しつつあるが、今日でも高齢者ケアは公

的事業というより家庭が担うべきだとする傾向が

強い。この前提で女性を介護の担い手としており、

カナダなどほかの国々でも一般的なやり方である。

性別役割分業の考え方は、日本でもカナダをは

じめとする多くの国々と同じく、男女雇用機会均

等を推進する現代の社会政策と対立している。日

本の政策策定者は、カナダの多くの場合と違って

活動家や政策研究者ではない。高度な知性と教養

のある官僚が、情勢と世論を分析して彼らが有益

と考える政策を策定するのである。これは、知識

に基づく行動プロセスの一例である。そこには確
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かに利点もあるが、欠点もある。例えば、男性優

位の職場で育児休業を取りたい女性が直面する問

題について、政策担当の官僚はややもすると見逃

すか、認識が不十分である。こうした問題は彼ら

の策定する政策的措置の範囲外だと見なす可能性

もあるからである。

その上日本では、高度経済成長の追求のかげで

社会インフラ整備がないがしろになり、人口動態

の知識から生じた行動そのものが解決策に不利に

作用している。子どもが遊べる公園緑地の欠如、

レジャー施設・道路施設・ケアしやすい住宅の不

足などがその例である。

これに対してカナダでは、協議をすればしただ

け、そしてさまざまな利益団体の圧力がバランス

を取ったとされるところまで、身動きできない。

知識は往々にして棚上げされたまま行動に移され

ない。とはいえ、1年間の育児休業を推進する政策

については事情が異なった。しかし育児に関して

は、たとえその政策行動に必要な知識が何十年も

検討されてきたとしても、行動にいたらず約束に

終わったものがはるかに多い。

６.カナダ・韓国・日本の比較

言うまでもなく、カナダ・韓国・日本はそれぞ

れ人口・家族と労働の形態・変化と課題が上述の

ように異なっている。人口転換の段階も違えば、

社会経済の発展レベルも違い、政策的・家族/個人

型の社会福祉制度、政策の策定方法その他、多く

の違いがある。

顕著な違いを 2点あげよう。第 1は、日韓に比

べてカナダの高齢者の方が民族・人種が多様なこ

とだ。最近のデータによれば、現在 65歳以上のカ

ナダ人の 28.4％がカナダ国外で生まれている（Durst,

2008）。ヨーロッパ出身のカナダ移民の約 31％が 65

歳以上である。東アジア・南アジア・アフリカ出

身の高齢世代もまた急増している。この傾向が政

策課題に与える問題はまだはっきりしないが、医

療と社会福祉の変更および年金支給の調整が必要

になると見込まれる。移民もまたカナダの生活の

質と国際競争力に貢献してきた。ある面で移民は

熟練労働者の移入手段でもあった。しかしながら、

最近の移民の技能については、カナダの受容力は

それほど大きいとは言えない。高度熟練移民が能

力に見合った雇用をされていない現状では、人口

高齢化による労働力不足は懸念材料になりにくい。

多様な高齢化社会としてのカナダと日韓の第 2の

違いはさらに大きく、変化し続ける地政学的要素

に関係している。グローバル化は、そしてこれは

多くの側面があるのだが、アメリカの影響力が及

ぶ経済支配の崩壊――今日、急速に起きつつある

との主張が多い――と見ることもできる。その証

拠は例えば、サブプライムローンの失敗で揺れ動

く経済不安、アメリカの製造業の衰退、アメリカ

の民間・政府両部門の持つ巨額の財政赤字などで

ある。世界におけるアメリカの威信の衰退は言う

までもない。カナダの経済はアメリカより基盤が

安定しており、財政赤字ゼロ、国際通貨市場でも

米ドルより強いとはいえ、やはりアメリカ経済と

のつながりが深い。今後の政策課題は、経済的観

点を中心に検討されなくてはならない。

最近、ニューヨークタイムズ紙は端的に「アジ

アが世界の命運を握る」と述べた（Khanna,2008:

p.62）。ほとんど疑義はあるまい。アジアは、突出

した人口・マネーを抱えており、発展・達成の「壮

大な物語」に見るイノベーション能力も持ち合わ

せている。戦後日本の復興と、最近では韓国の成

功が如実に示しているとおりである。カンナ

（Khanna）の示唆に富むイメージどおり、グローバ

リゼーションの推進役が 3つあるとすれば、それ

はアメリカ・ヨーロッパ・アジアの三者である。

このうちヨーロッパ（EU）とアジアの地理的経済

的位置は、アメリカを凌駕している。アメリカは

かつてのような世界との結びつきを失った。さら
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に、ヨーロッパ（EU）とアジアに比べて、アメリ

カがはるかに危うい経済状況にあることは間違い

ない。

カナダはアメリカ合衆国の一部ではないが、地

理的にも経済的にもアメリカの勢力圏内にある。

しかしカナダは環太平洋諸国の一つとして、アジ

ア諸国との強固な関係の構築を積極的に推進して

いる。この関係はさまざまな面でカナダの強みに

なる。その中からひとつ、非常に意味深い面を指

摘しよう。カナダはアジア人留学生の受け入れに

ついて積極的姿勢に転じた。そのためカナダの各

大学には大学生、大学院生、ポスドクが増えてい

る。大学を通じたつながりは生涯続くことも多く、

将来にわたってカナダに貢献するはずである。と

はいえ、アメリカの勢力範囲が縮小すれば、カナ

ダの将来に影響が及ぶ。その影響はおそらく人口

高齢化より甚大であると思われる。
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